
在宅医療・介護連携に関する実態調査の概要 

 

1. 調査目的  

在宅医療の認識や提供状況（量、質）、ネットワークの状況を把握し、在

宅医療推進における課題を明確化した上で、地域包括ケアシステムの構築を

図ること、および次期堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の参考資

料とするため。 

 

2. 事業主体  堺市（委託先：堺市医師会） 

 

3. 調査対象（平成 28年 11月 7日時点の回収率） 

調査対象 
配布数

（件） 

回答数 

（件） 
回収率 

診療所 733 119 16.2％ 

歯科診療所 471 128 27.2％ 

薬局 340 115 33.8％ 

病院 地域連携室 44 30 68.2％ 

病院 医師 275 82 29.8％ 

訪問看護ステーション 105 52 49.5％ 

居宅介護支援事業所の管理者 385 152 39.5％ 

介護施設等 257 67 26.1％ 

地域包括支援センター 28 28 100％ 

合 計 2,638 773 29.3％ 

4. 項目 

・在宅医療と介護の連携の状況 

・堺市版医療と介護の多職種連携マニュアルの活用 

・在宅医療と介護の連携を推進していくための取組  など 

 

5. 調査方法・期間 

郵送にて平成 28年 9月 30日送付 

（回答締切 10月 14日→締切延長 10月 28日まで）  

 

6．今後のスケジュール 

中間報告会の開催 1月 13日（金）関西大学堺キャンパス（予定） 
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高齢者実態調査の概要 

 

1．調査目的  

堺市に在住する高齢者などの保健福祉に関するニーズ・意識などを把握する

ことにより、「堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の策定に必要

な基礎的データを収集・分析するとともに、本市の高齢者福祉施策の向上に

資することを目的とする。 

 

2．事業主体  堺市 （事業協力：関西大学） 

 

3．調査対象 

 調査対象 対象  

（H28.10末日現在 65歳以上） 

調査件数 

１ 一般高齢者 要介護認定を受けていない 

無作為抽出 

約 14,000程度 

２ 要支援認定者 
要支援認定（要支援 1、2）を

受けている 

３ 介護サービス 利用者 
要介護認定（要介護 1～5）を

受け、サービス利用有り 

４ 介護サービス 未利用者 
要介護認定（要介護 1～5）を

受け、サービス利用無し 

５ 事業者 

堺市の指定を受けた介護保険

事業所を市内に保有している

法人 

全件調査 

約 1,000件 

 

4．項目案 

◆①一般高齢者・②要支援認定者調査は、国の指定により 33項目は確定 

全体で 50問程度になるよう、健康医療推進課、介護保険課、介護事業者課、

高齢施策推進課で調整 

 ◆③④要介護認定者、⑤介護事業者調査は、前回調査票をベースに作成 

 

5．調査方法、期間等（予定） 

郵送による配付、回収 

平成 28年 12月上旬、回収は３週間後を予定 
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